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１．調査の目的 

この調査は、市民と行政が一体となったまちづくりを推進するにあたり、市民の

皆様の貴重なご意見やご要望をお聞きし、明日の豊橋市のまちづくりに反映させる

ことを目的として実施しております。 

 

２．調査の設計 

（１）調査地域：豊橋市全域 

（２）調査対象：市内在住の満 18 歳以上の男女 

（３）標 本 数：5,000 人 

（４）抽出方法：住民基本台帳から等間隔無作為抽出 

（５）調査方法：設問紙にもとづく郵送法 

（６）調査期間：平成 29 年 6 月 7 日（水）～7 月 7 日（金） 

 

３．調査項目 

（１）豊橋市に対する愛着度と自慢度について（問 1～問 3）  

（２）中心市街地の活性化について（問 4） 

（３）豊橋市職員について（問 5） 

（４）マイナンバーカード（個人番号カード）を利用した証明書コンビニ交付 

サービスについて（問 6～問 8） 

（５）多文化共生について（問 9～問 11） 

（６）ユニバーサルデザインについて（問 12～問 13） 

（７）市民協働によるまちづくりについて（問 14～問 16） 

（８）あいちトリエンナーレ２０１６豊橋会場について（問 17～問 19） 

（９）生涯スポーツの推進について（問 20～問 22） 

（10）選挙について（問 23～問 26） 

（11）お住まいについて（問 27～問 29） 

（12）お住まいの地震対策について（問 30～問 32） 

（13）防災対策について（問 33～問 35） 

（14）地域の生活環境について（問 36） 

（15）あなたご自身について（問 37～問 43） 

 

４．調査機関 

株式会社 総合交通環境リサーチ  

 

５．回収結果 

（１）回  収  数 ：2,739 人 

（２）有効標本回収数 ：2,735 人（全問無回答及び属性のみ回答の標本は無効とする） 

（３）有効標本回収率 ：54.7％ 
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６．報告書の見方 

（１） 集計結果はすべて、小数点以下第 2 位を四捨五入しており、比率の合計が 100％

にならないことがある。 

（２）複数回答を依頼した設問では、集計結果の合計が 100％を超える。 

（３）回答比率（％）は、その設問の有効回答者数を母数として算出した。 

（４）本文中の各設問の図中に示されている「n=○○」の数値は、当該設問の有効回

答者数である。 

（５） 本文中の設問の選択肢について、長い文は簡略化してある（原文は巻末参照）。 

 

７．標本誤差の範囲の設定 

本来、アンケート調査を行う場合、全母集団を対象とすることが望ましいが、実

際には適当な人数を選んで精度の高い調査結果を得なければならない。そのため、

アンケートの回答結果が、どの程度の精度を持った回答結果であるのかを検討する

ことが必要であり、その精度は標本誤差を算出することで把握できる。  

標本誤差とは、ある設問の回答割合に対する誤差を示しており、これは以下の式

で表すことができる。  

  

           （Ｍ－ｎ）          ｐ（１－ｐ）  

           （Ｍ－１）           ｎ 

Ｍ：母集団         ｎ：有効回答数        ｐ：結果の比率   

ｋ：信頼度による定数    σ：標本誤差  

  ※ ｋは信頼度を決めると自動的に決まる定数で、信頼度は統計的な慣習として 

95％とすることが多く、信頼度 95％ならばｋは 1.96 となる。 

 

 平成 29 年度の市民意識調査の回答結果について、回答者全体の標本誤差の範囲を設

定すると、次表のようになる。 

この表の見方であるが、例えば、今回の市民意識調査においてある設問を単純集計

した場合、その設問で「Ａ」という回答が全体の 50％であったとすれば、市民意識調

査の全母集団（市内在住の満 18 歳以上の男女）に同じ設問をしても、統計学的には 95％

の確率で「Ａ」は 50±1.87％の範囲内となる。標本の大きさは、ｐ（結果の比率）が

50％の場合が最も安全に（最も大きく）なるため、市民意識調査の全体の回答結果が

最も分散していた場合でも、全母集団から得られる結果と比べて、±1.87％以下の誤

差しか生じないことになり、かなり精度の高い結果といえる。 

 

表 平成 29 年度市民意識調査における標本誤差の範囲（％） 
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８．回答者の属性 

（１）性別  
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（４）居住年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）就業地（通学地）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）家族構成 
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（７）居住小学校区  
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